
義務教育費国庫負担制度の堅持、平成２５年度国家予算における教育予算確保・拡

充を求める意見書

義務教育費国庫負担制度は、標準的な教職員数の確保について、国の責任を果たすもの

であり、へき地校などが多い北海道においては、教育の機会均等を保障する重要なものと

なっています。

文部科学省は４０人学級を見直し、３５人・３０人学級の実現を目指した新・教職員定

数改善計画を策定し、平成２３年度から小学校一年生の３５人学級を実現しています。ま

た、平成２４年度に向けては法改正を見送ったものの、小学校二年生における３５人学級

の実現のため、教職員加配定数の増加を閣議決定しています。子供たちに行き届いた教育

を保障するためには、新・教職員定数改善計画の確実な実施と学級編制基準の制度改正が

必要です。

よって、国におかれましては、義務教育費国庫負担制度の堅持と負担率２分の１への復

元など教育予算を確保・充実されるよう強く要望します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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